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1  はじめに

東日本大震災では，ソーシャルメディアや地図データが災害情報の収集や
提供において重要な役割を果たしうることが認識され，現在，国内のさまざ
まな防災関係機関が，その効果的な活用方法を模索している。自然災害は，
もちろん国内にとどまらず，世界各地で発生しており，その被害を抑えるた
めの防災情報マネジメントは国際的な課題である。本稿では，海外で，ソー
シャルメディアや ITが災害情報提供・収集においてどのように位置づけら
れているのか，また実際にどのように活用されているのかを報告する。とり
わけ，東日本大震災以降，巨大ハリケーン災害や巨大竜巻災害に見舞われた
アメリカでの現地調査を中心に，災害時のソーシャルメディアと IT活用の
現状と課題を考察する。

2  災害とソーシャルメディア──世界の概況

草の根のソーシャルメディア活用

災害時におけるソーシャルメディアの活用は，公的機関より先に草の根
の動きとして始まった。中でもケニア発の情報集約サイト「ウシャヒディ
（Ushahidi）」はその先駆者として知られている（市川 2012）。ウシャヒディ
は，スワヒリ語で「証言」「目撃者」という意味で，2007年のケニア大統領
選挙の不正疑惑の後，ケニア各地で発生した暴動がきっかけで誕生した。当
時，報道規制が敷かれ人々が情報を得られない中，2人のエンジニアが，eメー
ルや，ツイッター，携帯からのショートメッセージを集約して，地図上にビ
ジュアルに表示するソフトを開発した。このサイトに，出来事を目撃した人
から，暴動の状況や救助の必要な場所などの情報が次々に寄せられ，4万5,000

人の人に利用された。
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このソフトがオープンな形で公開され，インドでの選挙監視や中東での武
力衝突の状況把握，米国ワシントン DCでの大雪などに活用される中で，世
界各地のエンジニアによって改善が加えられた。
ウシャヒディが世界的に注目されたのが，2010年 1月のハイチ地震で，

発災 2時間後に，米国タフツ大学の学生ボランティアが中心となって情報サ
イトを設置した。サイトは，4日間で 10万件の情報を集め，国連の緊急対
応チームとも連携するなど，救助・救援活動に大いに役立つサービスとして
認識されるようになった。

2011年 2月 22日，ニュージーランド・クライストチャーチ市で発生し
た地震では，「クライストチャーチ・リカバリー・マップ」というサイトで，
さらなる進化をみせた。このサイトは，政府機関，NPO，企業，一般の人か
らの情報を集約し，位置情報とともに分かりやすく提示するもので，例えば，
水，食料，医療サービス，通信状況などを地図上で示し，行政機関からの告
知や主要メディアからのニュースがいち早く時系列で閲覧できるようになっ
ていた。このサイトを運営していたのは世界各地のボランティアで，地震発
生から 1時間で暫定的なサイトを立ち上げ，6時間後に本格運用がスタート
した。このような「クラウドソーシング（crowd-sourcing：不特定多数のク
ラウド・群衆にアウトソーシングすること ）」と呼ばれる手法で，被災地域，
被災国にいなくても，災害情報分野で貢献するボランティアの輪が広がって
いった。
日本の場合は，言葉の壁などがありニュージーランドのような国際連携は
難しいが，ウシャヒディのソフトウエアは，東日本大震災でも活用された。「東
日本大震災　みんなでつくる復興支援プラットフォーム sinsai.info」という
サイトである。一般社団法人オープンストリートマップ・ファウンデーショ
ン・ジャパンが発災後 7時間で立ち上げ，被災地の状況や被災者の安否情報
などを掲載した「sinsai.info」は，すぐに世界 130か国からアクセスがあっ
たという。
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公的機関の動き

アメリカ政府のソーシャルメディア活用
情報を素早く収集，共有できるソーシャルメディアの特徴が，各地の災害
を通して理解されるようになり，公的機関もソーシャルメディアの利用に積
極的に向き合うようになった。
アメリカで，災害時に中心的な役割を果たす政府機関は，FEMA（連邦緊
急事態管理庁）である。FEMAの重要な役割の 1つに防災情報の提供が挙げ
られる。FEMAは 2008年からウエブサイトを設け，日常から「FEMA.gov

（http://www.fema.gov/）や「Ready.gov（http://www.ready.gov）のページで防
災情報の提供を行ってきたが，東日本大震災直後の 2011年 5月，FEMAの
フューガーテ長官がアメリカ上院の委員会で「災害時のコミュニケーション・
ツールとしてのソーシャルメディアの力」と題して証言し，ツイッターやフェ
イスブックなどソーシャルメディアをより積極的に活用していく方針を表明
した。その中で，フューガーテ長官は，災害時は，被災地にいる人たちのコミュ
ニティレベルの情報にアプローチすることが不可欠であり，FEMAはソー
シャルメディアを使って，人々のコミュニケーションの中に入っていくと述
べている。そして，コミュニティの人々は情報の受け手にとどまらず，重要
な情報源であり，双方向で情報のやり取りをするうえでもソーシャルメディ
アは有効なツールであり，積極活用すべきであると位置づけている（FEMA 

2011）。
防災情報マネジメントの基礎となるのが，情報の共有である。アメリカ

政府では，2001年以降，災害対応機関同士の情報に互換性を持たせるた
めのデータの標準化を進めてきた。FEMAでは現在，次世代の警報システ
ム Integrated Public Alert and Warning System （IPAWS）の開発にあたってお
り，従来のテレビ，ラジオに加えて，ネットやモバイルなど，可能な限り
多くのチャンネルで警報を発する仕組みを目指している。さまざまなツー
ルやプラットフォームに防災情報提供ができる基盤になっているのが CAP
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（Common Alerting Protocol/共通警報プロトコール）と呼ばれるもので，警報
のデータ形式を共通にし，各公的機関によって発令される警報の互換性を確
保している（和田 2011）。
また，ウシャヒディなど市民や民間企業が防災関連情報の提供を行う場合，
政府の情報が公開されていることが重要である。オバマ大統領は IT政策を
重視する中で，政府の持つデータをよりオープンにする方針を示している。
防災関連情報は，民間も含めてさまざまに活用されることを前提に，政府の
データが公開され，多様なシステムが共存できるよう「相互運用性」を高め
ることを目指している（和田 2013）。

EU/ イギリス政府のソーシャルメディア活用
相互運用性の向上はヨーロッパでも取り組まれている。ヨーロッパは災害
の頻度こそアジアやアメリカに比べて少ないが，異常気象による災害での被
害が目立っている。なかでも集中豪雨で大洪水に見舞われるケースが各地で
起きており，深刻な被害をもたらしている。国境を越えて流れるヨーロッパ
の川で，早期に洪水に備えるためには，国を越えた情報の共有が不可欠であ
る。そのため 2004年から災害対応に当たる各国政府や公的機関がコンソー
シアムを作り「ORCHESTRA （オーケストラ）プロジェクト」と名づけた危
機管理のための情報共有基盤づくりを進めてきた（http://www.eu-orchestra.

org）。
ソーシャルメディアの活用についても検討を進めている。イギリスの環

境省では，2013年 10月にまとめた洪水対応の枠組み「The National Flood 

Emergency Framework for England」の中に，ソーシャルメディアについて，
テレビやラジオ，新聞などオールドメディアの重要性は変わらないが，「人々
に情報を提供する多様な手段の 1つとして有用なツールになっている」と
位置づけている（Department for Environment Food & Rural Affairs　2013：93）。
この中で，ソーシャルメディアは，災害時は通信インフラが影響を受けた
り，停電などの影響があったり，災害弱者である高齢者の多くがソーシャル
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メディアを使っていないなどの課題を挙げつつも，最近の災害で，ソーシャ
ルメディアの役割が増している現状を紹介している。例えば 2012年 11月の
洪水の際に，ソーシャルメディアで洪水情報を得ていた人が数百万人に上り，
さらにそのメッセージをシェアしていた人の人数から潜在的には 2,750万人
に情報が届いていたとしている。その背景として，政府機関が日常的にソー
シャルメディアの活用を試みており，その運用能力が上がっていることがあ
ると分析している。

3  事例研究：アメリカでのソーシャルメディア活用の実際

実際の災害で，ソーシャルメディアがどのように活用されているのか，現
地調査をもとに現状と課題を報告する。現地調査は，東日本大震災の後，ア
メリカで発生した 2つの災害，2012年 10月のハリケーン・サンディと 2013

年 5月のオクラホマ巨大竜巻災害の被災地で行った。アメリカを選んだ理由
は，ソーシャルメディア発祥の地であり，ソーシャルメディアの利用率が高
いこと，また世界有数の災害対応能力を持ち，日本の今後の災害対応にも多
くの示唆を与えるものと考えたからである。

アメリカの災害対応の概略

まずはじめに，アメリカの災害時における情報の流れを概観する。アメ
リカには，日本の災害対策基本法のような基本法はなく，自然災害対策に
あたる中心的な省庁である国家安全保障省が主導して策定した文書「NRF

（National Response Framework：国家災害対応枠組み）」に災害対策の大枠が
示されている。NRFの中に，国家安全保障省の傘下にある FEMAを核に，
災害時の連携がスムーズに行われるよう，各省庁，州や市などの地方政府，
関連組織が負うべき責任について定められている。

NRFによると，災害時の第一次対応の責任は基本的には，被災地域が負っ
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ている。まず，被災地域の地元の政府が，緊急対策センター（Emergency 

Operation Center）を設置し対応する。地元の政府は，必要なら州政府に支援
を要請し，さらに，州政府は必要なら，国に支援を要請できる。最終的に大
統領が「非常事態」を宣言すれば，それを根拠に連邦政府の支援が始まる。
現地共同災害対策室（Joint Field Office）が設置され，FEMAをはじめとする
関係省庁，地方政府などが共同で災害対応にあたる（図 1）。

ハリケーン「サンディ」の災害情報

2012年 10月 22日，カリブ海で発生したハリケーン「サンディ」は，キュー
バ，ジャマイカ，ハイチなどカリブ海諸国に被害をもたらしながら北上した
（図 2）。一時熱帯低気圧まで勢力を弱めたものの，再びハリケーンとして
10月 29日，米東海岸のニューヨーク市をかすめて，ニュージャージー州に
上陸した。アメリカをはじめ各国で 170人以上が犠牲になった。ハリケーン
としてはカテゴリー 1と最も弱い勢力でありながら，ここ 10年では 2005年
8月にニューオーリンズなどアメリカ南部を襲ったハリケーン「カトリーナ」
に次ぐ多くの人的被害を及ぼした災害となった。満潮とハリケーンの上陸時
間が重なり，想定を超える高潮が被害を拡大させた大きな原因とされている。
ハリケーン「サンディ」は，世界経済の中心地，ニューヨークのインフラ

図1　関係機関による連携 図2　「サンディ」進路図
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にも大きな被害をもたらした。エネルギー省によると，停電はニューヨーク
州で 160万世帯，ニュージャージー州で 260万世帯，全体では約 850万世帯
に達した。地下鉄の駅や地下空間へ大量の水が流れ込み，交通機関が麻痺し
た。マンハッタンの地下鉄が全線で運転再開したのはほぼ 3か月後の 2013

年 1月下旬であった。
通信インフラも影響を受け，広い範囲で電話がつながらないか，つながり

にくい状態が続いた。ウォール街の証券取引所が閉鎖されるなど，多くのビ
ジネス活動が停止を余儀なくされた。また，ハリケーン通過後，被災地では
ガソリンの供給が滞った。東部フィラデルフィアやニュージャージーにある
製油所がハリケーンの接近に伴い，一時生産を停止したうえ停電で復旧が遅
れた製油所があり，供給不足の影響で被災地のガソリンスタンドには長蛇の
列ができた（表 1）。
ハリケーン「サンディ」災害では，オバマ大統領は投票日直前の大統領選

挙運動を一時中断し，サンディ対応を優先した。「サンディ」が米東部に近
づいた 28日，オバマ大統領は被災する可能性の高い東部 6州に「非常事態」
を宣言し，FEMAを中心に連邦政府による災害支援，救助活動を行える体制

表1　「サンディ」による影響

10月 28日 オバマ大統領，NY，NJなど 6州に「非常事態」宣言
NY中心部の市民約 38万人に避難指示
NY州知事が地下鉄，バス，鉄道の運休を指示
NYCの学校は 29日の休校を決定

10月 29日 午前 10時ごろから，NY，NJで停電が始まる
沿岸部では浸水被害が拡大（NYC南部で 4メートルの高潮）
NYや NJの原子力発電所の一部が自動停止
NY証券取引所が閉鎖（~30日）
夜　ハリケーン NJに上陸

10月 30日 850万世帯で停電
NYのクイーンズで火災発生　100軒の家屋が焼失
オバマ大統領が NY，NJなどに対し「大規模災害」宣言

10月 31日 NY，NJなど 600万戸以上で停電続く
被災地で，電気，水道，通信サービスが停止状態
NYC市営バス運行再開，空港一部運航再開
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を整えた。サンディの影響を受ける恐れのある人たちにむけてオバマ大統領
は，家の中に避難し，FEMAのウエブサイトで最新情報を見続けるよう促し
た（Pilitico.com 2012, The Lonely Conservative 2012など）。誰もがインターネッ
トを使えるわけではなく，高齢者はどうするのかなど批判の声が聞かれたが，
大統領が災害時にネットを見るようにと人々に呼びかけたこと自体が，災害
情報の流れの変化を象徴的に表している。

FEMAのソーシャルメディア活用

FEMAには被災者救援を行う「オペレーション・チーム」と，情報提供・
収集を行う「コミュニケーション・チーム」がある。現在，FEMAには，ワ
シントン DCにある本部に 2人，10か所ある各地方局に 1人ずつ計 12人の
ネット担当者が配属されている。ハリケーン「サンディ」の際は 12人全員
で対応したという。チームリーダーのジェーソン・リンドスミス氏によると，
「サンディ」でのソーシャルメディアの主な活用法は，大きく 2つある。
　・必要な情報を必要な人に届けるための手段
　・被災地からの情報収集
つまり「情報提供」の手段としてだけでなく，「情報収集」にもソーシャ

ルメディアを活用している。むしろ情報収集に重点を置いている印象をもっ
た。具体的には，ツイッター上でどんな話題が流れているのか，担当者がウ
オッチして災害の全体状況をつかみ，被害の有無，被災地の様子を把握しよ
うと努めたという。12人の担当官がニューヨークやニュージャージーなど
地域を分けて，ツイッターで流れている情報から「今，何が起きているのか」
をチェックし，さらに場合によっては，ピンポイントで情報を流したという。
例えば，ニューヨークの被災地付近のツイートをチェックし，「避難」が話
題に上っている場合，避難の際の注意点や持ち物などのアドバイスを送った
という。さらに，ツイッターで救援を求めている人がいたり，危険が迫って
いる情報を見つけたりすると，その地方政府や地域の防災関係者に伝達する
こともあったという。
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FEMAのツイッターアカウントに
は約 30万，フェイスブックには 12

万2,000人のフォロワーがいる（2013

年 1月時点）。災害時には被災地の
フォロワーが増加するそうで，ソー
シャルメディアを通して被災地と繋
がっているという感覚があるそうだ。
しかし，米国赤十字などはソー

シャルメディアを専門に扱うオペ
レーション・センターを構築しているが，FEMAはそのようなシステムを構
築しておらず，まだ発展途上にあると感じた。リンドスミス氏は，確かに要
員不足でソーシャルメディアチームの増員を希望しているものの，FEMAが
すべてを受け持つのではなく，グーグルなど民間との協力関係を充実するこ
とが重要だと話す。民間企業が市民との間に築いてきたネットワークを活用
すれば，FEMAの情報をより多くの被災者に届けることができ，またより多
くの情報が FEMAに入ってくると力説した。

FEMAのネット誤情報対策の試み
東日本大震災では，ネット情報の信用性の問題が指摘された。ネット情報
は玉石混交で，十分に確認されないまま流布されたり，意図的にデマを流さ
れたりする危険性も常に伴う。その点について今回，FEMAが行った初めて
の取り組みに誤情報への対応がある。FEMAのウェブページに「ルーモア・
コントロール（うわさ対策）」欄を設け，ソーシャルメディアで流れている誤っ
た情報，不確かな情報について，正誤を表示した（田中 2013）。
リンドスミス氏は，誤った情報について，ネット利用者はデマなどを嗅ぎ
わける嗅覚を身につけているし，人々がデマ情報を見てすぐ行動を起こすよ
うなことはないと言う。また，嘘やデマがあると，その否定情報も流れるな
どネットには自浄作用があると考えている。ソーシャルメディアの利用者が，

ワシントンDCの FEMA本部
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リツイートなどで誤った情報を拡散するのは，それが正しい情報と思って善
意で行っている場合が多く，それがいちばんの問題だと話していた。「ルー
モア・コントロール」で主に扱ったのは，そうした正しいと勘違いして広め
られた情報であり，確認には手間と時間がかかるため件数をこなせたわけで
はないが，新しい試みとして評価されているとして，今後の災害でも継続し
ていく方針だという。

米国赤十字社の最先端システム

アメリカでの災害時，現場で救援活動を行う第 1対応者に位置づけられて
いる米国赤十字社は，最先端のソーシャルメディアの活用システムを開発し
ている。

2012年 3月，ワシントン DCにある米国赤十字社本部に「デジタル・オ
ペレーション・センター」を立ち上げた。オフィスの一角に設けられたセン
ターでは，正面の壁に 6台のスクリーンが掛けられている。スクリーンは，
ツイッターやフェイスブックの投稿のうち災害に関するキーワードを検知し，
数の多い単語は大きな文字で表示される画面や，発信元の地域を地図データ
に色分けして表示する画面など，ソーシャルメディアのトラフィック（通信
量や内容）がリアルタイムにビジュアル化された形で分かるようになってい
る。また具体的にどんなメッセージが投稿されているのか，個別に確認する
こともできる。センターの設計にあたったグロリア・ファン氏によると，赤
十字社で災害対応にあたる各チームからどんな情報が必要か聞いたうえで，
その情報を素早く得られることを目指したという。
ソーシャルメディアからの情報の信用性についてファン氏は，「デジタル・
オペレーション・センター」での情報収集の第 1の目的は，被災地で何が起
きているのか大きな流れをいち早くつかむことであり，個別メッセージの信
用性は最優先事項ではないと話す。しかし，人命にかかわるメッセージなど
を見つけた場合は，全米にいる赤十字デジタルボランティアが，個別にメッ
セージの発信者に連絡をとり，確認作業を行う仕組みがあるという。デジタ
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ルボランティアは，重要な防災情報をソーシャルメディア上で拡散させる役
割も期待されている。
米国赤十字社では，2005年のハリケーン「カトリーナ」災害時はソーシャ
ルメディアをほとんど活用していなかったが，ファン氏は，「ソーシャルメ
ディアが電話やメールなど従来の方法で得られた情報にとって代わるという
ことはないが，これまでの情報を補強したり，確認したりするために活用さ
れている」と言い，災害が起きた際の情報収集や伝達能力を大幅に強化でき
たとその効果を話す。
また，ソーシャルメディアの強みはなんといっても今まさに起きているこ
とを素早く把握できる即時性にあり，デジタル・オペレーション・センター
の活用によって，救助，救援活動への対応能力が大きく前進したとの認識を
示した。

放送メディアの対応

次に，ハリケーン「サンディ」災害において，放送メディアはどう対応し，
どう評価されているのか，また放送局は，インターネットやソーシャルメディ
アをどう活用したのかについて報告する。

グロリア・ファン氏デジタル・オペレーション・センター



放送メディア研究　No.11　2014

250

①ネットワークの災害報道
深刻な被災地になったニューヨークでは，まずローカル放送局がハリケー
ン報道に総力を挙げて取り組み，それを受けて，全米ネットワーク局も急きょ
ハリケーン報道に内容を変更する対応を取った。
筆者もハリケーンがニューヨークに近づいた時刻に日本で CNNの報道を
見ていたが，住民が避難して閑散としたマンハッタンの最南端に中継を構え，
そこを拠点にリポーターが水に浸かり，強風にあおられながら被害をリポー
トしていた。街路樹が根こそぎ倒され，店舗が高潮で破壊されているすさま
じい映像から，かなり大きな被害が出ている様子は想像できたが，ニューヨー
クのクイーンズ地区やニュージャージー州などではより大きな被害が出てい
たにもかかわらず，被害の全体像は十分に伝えきれていない印象をもった。
今回の「サンディ」をはじめ，このところ伝統メディア，特に大手ネットワー
ク局の災害報道に対する厳しい意見も聞かれる（Salon.com 2011, Canadian 

Press 2011など） 。局地的な被害を誇張し実態を伝えていない，防災に役立
つ情報が少ないなど，各地の被害状況をドラマチックな映像を中心に伝える
手法に，視聴者が批判的に反応しているようである。
ただ，今回は停電でテレビが見られなかった世帯も多く，各テレビ局はイ
ンターネットでも「サンディ」情報を展開した。ニューヨークのWABCテ
レビでは，900万件のアクセス数があるなど，多くの人がネット経由で放送
局の発信する防災情報を得ていたようである。

②気象情報専門チャンネルとラジオ
「サンディ」の災害報道で健闘したといわれているのが，「ウェザー・チャ
ンネル」などの専門チャンネルとラジオであった。
「ウェザー・チャンネル」は通常有料テレビのみの放送だが，大規模な気
象災害の際には無料で情報を発信している。サンディ災害では，開局以来最
多の視聴者数を獲得したという。さらに，テレビのみならず，ネットやソー
シャルメディア，携帯アプリなど多様なデバイスに向けて情報提供も行った。
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ユーチューブでライブ・ストリーミングを始めたところ，29日には 2億ペー
ジビューという一日の数としては過去最高を記録した。
プロバイダーなどの停電によって「ハフィントン・ポスト」などインター
ネットのニュース・情報サイトが複数ダウンし，ネットの脆弱さを指摘する
声もあるが，人々が気象情報・防災情報を得るためにネットをはじめ，さま
ざまなツールを活用しようとしていたことは，ウェザー・チャンネルの躍進
からもうかがえる。
一方，ラジオも聴取者を増やした。10月 29日の夜，ハリケーン「サンディ」
が NYに最も接近した時間帯，NY地区のラジオの聴取者数は，前週の同じ
時間帯に比べ 70％増と，大幅に増加した。広い範囲で停電が起き，テレビ
が見られなかったこともあり，住民はラジオのスイッチを入れた（The New 

York Times 2012 b）。多くのラジオ局は定時番組を中止し，ハリケーン情報
を放送し続けた。（http://arbitron.mediaroom.com/index.php?s=43&item=848）
公共ラジオWYNCが停電のため自家発電に切り替えて放送するなど，ラ
ジオも影響を受けたが，被害がひどかったクイーンズのWALK（FM）をの
ぞいて，すべてのラジオ局が放送を続けることができた。日本同様，アメリ
カでも災害に強いラジオが裏づけられた形である。

③地域密着ローカル放送局NY1
サンディの災害報道では，ローカル放送が要になったといわれているが，
中でも，NYタイムズが特集記事で取り上げるなど注目されたのが，NY1で
ある（The New York Times 2012a）。24時間放送のニュース専門チャンネルの
NY1のハリケーン報道内容は，被害の様子を盛り上げて伝える大手ネット
ワークと対照的に，最新の状況を正確に伝えることに徹したという。例えば，
ハリケーンの影響が拡大する中，災害対応にあたる州知事や鉄道管理局の会
長，電力会社の責任者などのインタビューや，各地に配置された記者のリポー
トで，最新の情報や被害状況を伝えた。特に多大な被害を受けたクイーンズ
の沿岸地域からの報告では，記者が自動車が流される様子をいち早く伝え，
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早い段階で，この地区では犠牲者を伴う大きな被害が出る恐れがあるとの観
測を伝えた。災害時に信用できる情報源として「NY1は，防災情報の核になっ
ていた」と，ニューヨークタイムズ紙は高い評価を与えた。

NY1の広報担当ニキア・レッドヘッド氏によれば，NY1はローカル局と
して，ニューヨークのブロンクス，クイーンズなど今回被害を受けた地区を
含めて，ニューヨークの全地区に NY1がハイパーローカルと呼ぶ支局があ
るという。「日頃から市民に密着してきめ細かくローカル情報を出している」
ことが下地にあることで，災害時も被災地の中に深く入っていくことができ
たと自らの強みを分析し，そこが，ネットワーク系列局と NY1の違いだと
強調した。ハリケーン「サンディ」は広範囲に影響が出ており，ネットワー
クはニューヨーク以外にも，コネチカットやロードアイランドなど広くカ
バーする必要があったが，一方で NY1はニューヨークに集中できた点も大
きい。

NY1では，放送したリポートは基本的にすべてネットにも流す。繰り返
し見られるようにホームページでオンデマンドでも見られるようにしている。
NY1の全コンテンツの 93.5%をネットに展開しているという。また，放送
に加えて，ツイッターやフェイスブックでもニュースを展開している。

NY1の記者は，数千から数万人のツイッターフォロワーを持ち，取材の
早い段階からツイッターを使って情報を発信し，フォロワーから追加の情報

レッドヘッド広報局長（左）
クラーク記者（右）

NY1スタジオ
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を得ている。こうした関係が災害時も役立ったという。放送記者のロジャー・
クラーク氏は，ハリケーンの当日，被災地に取材に出た。「自分が取材に行
くと，近所の人たちから，『来てくれてありがとう』と言われた」というエ
ピソードを，誇りをもって披露した。ソーシャルメディアを使うことで，視
聴者とより近い関係を築けており，そのことが災害報道の際の情報収集の基
礎になったと話していた。

防災情報の新たなプレイヤー

地図データのプラットフォームを持つ複数の企業が，「サンディ」に関し
て自発的に災害情報の収集・提供サイトを立ち上げた。地図データを活用す
る GISソフト分野では世界最大といわれる ESRI社が提供した地図では，ハ
リケーンの進路予測の最新情報や気象情報のほか，ツイッターなどソーシャ
ルメディアからハッシュタグなどで関連情報を自動収集できる機能が付加さ
れた。また，東日本大震災で安否確認サービス「パーソンファインダー」の
運用で NHKと協力したグーグル社は，アメリカ政府の防災関連機関や米国
赤十字社など公的機関から情報提供を受ける協定を結び，さらに CNNなど
大手メディアも活用するなど，防災情報提供のプレイヤーとしての地位を確
立しつつある。
グーグルの災害対応（クライシス・レスポンス）は，2005年にアメリカ
ニューオーリンズ地方を襲った大型ハリケーン「カトリーナ」の際に本格
的に始まった。以降，アメリカの災害はもとより，日本の東日本大震災や
2011年のタイの大洪水災害など世界各地の災害で活躍している。グーグル
が持つ地図のプラットフォーム「Googleマップ」を軸にして，災害時にラ
イフラインの利用可能状況を地図上で表示できる「ライフライン・マップ」，
家族や友人の安否情報を登録，検索，閲覧できる「パーソンファインダー」
など，災害状況に応じて必要な情報を被災者が自ら検索できることを特徴と
している。
ハリケーン「サンディ」がカリブ海沿岸諸国で数十人の死者を出した後，
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アメリカ東海岸を北上してニューヨークに接近しているのを受けて，災害情
報用の Googleマップが立ち上げられた。地図上に NOAA（アメリカ海洋大
気局）のハリケーンの進路図や，US　Naval Research Laboratory （米国海軍研
究所）から提供される気象レーダーや雲の様子などが表示されるようになっ
ていた。また，政府から警報，注意報が発令されれば，検索画面に掲示され
るようにした。ハリケーンの接近に伴い，米国赤十字社やニューヨーク市が
設置した避難所の場所や避難所までのルート，停電などライフラインの状況，
政府の復旧支援センター，さらにはガソリンスタンドの営業状況など，必要
な情報を追加していった。これらの情報に加えて，地図上の「ユーチューブ」
のマークをクリックすると，ハリケーンの最新の様子を映した各地のユー
チューブ映像が見られるようになっていた。利用者がグーグル・クライシス・
マップの横にある項目から欲しい情報をクリックすると，その画面が表示さ
れる。個人個人が欲しい情報を選んで，地図に表示できる仕組みである。
グーグルによると，最終的に約 30種類の情報が地図に重ねられていった。
新しい情報が入るたびに画面を更新していき，ハリケーンの接近前から接近
中，過ぎ去った後まで，180回を超える更新を行った。クライシス・レスポ
ンスの核になるメンバーは数人程度と少人数だが，いざ災害が発生すると手
の空いた職員が次々と自発的にボランティアで手伝っていたという。
そのクライシス・レスポンスチームの責任者ナイジェル・スノード氏は，

グーグルがクライシス・レスポンスに
力を入れている理由について，人道的
な使命感に加えて，「災害時にはグー
グルで情報を検索するため，多くの人
が検索ページにアクセスしてくる。そ
の期待に応えるため」と話す。
グーグルでは，「信用できる情報源

になること」を目指しており，そのた
めに政府機関や放送局に連携を働きナイジェル・スノード氏
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かけている。公的機関との連携で重要なこととして，オリジナルデータが
簡単に加工できるフォーマットで公開されなければならないことを挙げた。
NOAAのハリケーンセンターが発表する進路予想図などは，地図データ GIS

でよく使われる形式のファイルで公開されており，グーグル社などはこの
データをダウンロードして，グーグルマップ上で提供している。スノード氏
は，「もし PDFでデータが送られてきたら，地図上で見られるように変換す
るだけでも何週間もかかるだろう」と話していた。

オクラホマ巨大竜巻災害

「トルネード」とは，主に春から夏への季節の変わり目に，ロッキー山脈
からの乾いた寒気とメキシコ湾からの湿った暖気がぶつかることで発生する
竜巻のことである。1年に 1,000件以上発生するが，中でもテキサス州の北部，
オクラホマ州，カンザス州，ネブラスカ州が際立って多く，この地域一帯は
「竜巻通り（Tornado Alley）」と名づけられている。

2013年 5月 20日，米国オクラホマ州で複数の竜巻が発生した。中でも人
口 5万 6,000人のムーア市を通過した巨大竜巻は，最大 2kmの幅で，長さ
27kmにわたって移動し，1万 2,000棟を超える住宅が被害を受け，何台もの
車が空中に巻き上げられた（図 3）。竜巻の規模を示すフジタスケール（EF）
で最大の EF-5とされている。
過去のトルネード災害では，1925年にミズーリ・イリノイ・インディ

アナの 3つの州にまたがって 695人，1840年にはミシシッピ州で 317人，
2011年にミズリー州で 158人が犠牲になっている。今回の竜巻災害では，
24人の犠牲者を出したものの，被害は最小限に抑えられたと評価されてい
る（Polyster 2013）。当時オクラホマに滞在し，竜巻被害を目の当たりにした
ウェザーニューズの羽入拓朗気象予報士は「家屋は吹き飛ばされてがれきと
なり，積み重なり，大型の乗用車も原型をとどめないほど潰れ，巨木も根元
から折れていた。もっと大きな被害が出てもおかしくない状況だった」と筆
者に印象を語っている。
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最大級の竜巻から多くの人々の命を救ったカギは何か，ソーシャルメディ
アの活用の実態とともに，現地で調査を行った。

「16 分前」のトルネード警報
トルネード警報を出すのは，NOAAがオクラホマ州ノーマン市に設置し
た「暴風予測センター（Storm Prediction Center）」である。竜巻が発生した
のは 2013年 5月 20日午後 2時 56分，トルネード警報が出されたのは 16分
前の午後 2時 40分であった。この 16分前の警報発表までの動きを，暴風予
測センターで聞いた。
当日は，竜巻が発生する気象状況であった。オクラホマの北に大きな低気
圧があり，一方，メキシコ湾から暖かく湿った空気が流れ込んでいた。両方
の空気がぶつかり合う線上で竜巻が発生することが多く，暴風予測センター
では，今回も早くから巨大竜巻が発生する可能性が高いと警戒を呼びかけて
いた。ただ，その竜巻の発生が見込まれる地域や時間を早い段階で予測する

図3　オクラホマ竜巻進路図（Googleマップより作成）
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ことはできない。当日の朝の段階では，オクラホマ州全域を含む，広い範囲
での警戒の呼びかけであった。
竜巻への警戒は，天気図などから，竜巻を引き起こす親雲であるスーパー
セルが発達しそうな場所を特定していく。またスーパーセルの風の回転を
ドップラーレーダーなどによって把握することで，竜巻の移動方向を予測す
る。

警報発表までの動きを振り返ると，
　・13時 10分に，竜巻への注意を呼びかける竜巻監視情報「Tornado 

Watch」を発表した。竜巻が起きる可能性の高い地域としては，オクラ
ホマ州全体の 60%以上や北テキサスを含む広い範囲に及んでいた。

　・14時ごろ，竜巻に発展しそうな雲が形成され始める。
　・14時 12分，暴風警報「Severe Thunderstorm Warning」が出された。場所

については，実際に竜巻の起点となった「オクラホマ州グレーディー郡」
とされ，かなり絞り込まれてきたのが分かる。

　・14時 40分，竜巻警報「Tornado Warning」が発表された。いちばんの被
災地ムーア市など竜巻の進行方向エリアを含め地域を絞り込んでの警報
であった。

　・14時 56分竜巻発生。勢力を強めながら，東に移動を開始。
　・15時 01分 「竜巻非常事態」が宣言された。巨大竜巻がムーア市に向

かっていることが確認された。

竜巻は，さらに勢力を強め，午後 3時 16分，ムーア市を横断した。10tの
給水タンクが半マイルにわたって飛ばされたり，小学校が直撃されたりする
被害にあった。この竜巻であわせて 24人の犠牲者を出し，多くの人が壊れ
た家の瓦礫の中から救出された。
トルネード警報を発表するタイミングについて暴風予測センターのグレゴ
リー・カービン氏は「早く出せば，エリアが絞り切れず正確さに欠ける。今
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回の 16分前というのは精一杯だと思
う。当然 16分間ですべての人が避難
できるものではない。警報が出る前の
早い段階から，警戒を呼びかけていた
ので，人的被害を最小限に抑えられた
のだろう」と分析する。

放送局のソーシャルメディア活用
放送局はトルネード報道にどう臨ん
だのであろうか。CBS系列の「KWTV

チャンネル 9」を訪ねた。この放送局
は，40年のキャリアを持つ気象キャ
スター，ゲーリー・イングランド氏を
中心に，竜巻報道で市民の絶大な信用
を得ている。KWTVは，イングラン
ド氏の判断で 1981年に世界で初めて
商業用のドップラーレーダーを導入し
て以来，オクラホマのトルネード報道
においては新技術を取り込みながら最

先端を走っていると認識されている。
KWTVでは，前日の放送からトルネードが発生しやすい気象条件が揃っ
ていることを伝え，当日の朝から確信をもって警戒を呼びかけていたという。
そして，トルネード発生の 2時間前には通常の番組を中断し，トルネードに
ついての特別放送を始めた。トルネードが発生しそうな場所を予測し，トル
ネードを車で追いかけ映像をとる「ストームチェイサー」4台を派遣し，空
の状況を監視させた。ちょうど津波の時に NHKが天気カメラを使って港湾
の潮位の変化を伝えているような感じである。
テレビに加えて，ソーシャルメディアも最大限活用した。KWTVでは，2

ゲーリー・イングランド氏

グレゴリー・カービン氏
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年前からソーシャルメディア専門の気象担当者を置いている。放送で伝えた
防災情報や注意点は，すぐにツイッターでも提供する。またソーシャルメ
ディアを情報収集にも使う。大きな竜巻が発生する時は，ひょうが降ること
が多い。ひょうを見たという情報が寄せられると，竜巻発生場所の特定の参
考情報になる。かつて誤情報に惑わされた経験があり，現在は，複数のツイー
トがあるか，そして何よりも「写真」がアップロードされているかどうかで，
信憑性が高いと判断する。
イングランド氏は，ソーシャルメディアについて，その伝達力の大きさを
実感しているという。テレビに加えてツイッター，フェイスブック，ホーム
ページなどで，トルネードが発生する前の早い段階から随時最新情報を提供
することで，市民が警戒を続けることに役立つと考えている。
今回のトルネード災害で，KWTVのホームページは，250万ページビュー

の記録的なアクセス数となった。特に衛星放送で見ている世帯は，竜巻の影
響で受信環境が悪化し視聴ができなくなるケースが多く，ネットのライブ・
ストリーミングやソーシャルメディアでの情報提供の重要性が高いという。

救援活動でのソーシャルメディア
災害時の緊急通報（日本の 119番通報）にソーシャルメディアが活用され

ているかどうか，その実態を探るため，現場で対応に当たったムーア市の消
防士の人たちに話を聞いた。
消防士たちは多くの人命を救ったと
地元メディアに英雄として取り上げら
れたが，彼らは「直後は消防無線も故
障し，消防本部と現場の消防士の間で
情報が途絶えていた。消防士が救助に
当たった場所の多くで，近所の人の情
報に基づいて救助活動を行った。がれ
きに閉じ込められた人を救ったのはコ ムーア市の消防士たち
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ミュニティの力だ」と，被害が少なかったのはコミュニティの人間関係によ
るところが大きいと話している。
一方で，ソーシャルメディアの救援情報については，混乱の元になったと
否定的な見解を述べた。特に災害直後の通信事情の悪化で，被災地に住む家
族や知り合いに連絡を取ろうとしても取れなかった人が，ソーシャルメディ
アで「トルネードの後，行方不明」と投稿し，それを見た人が消防に救援要
請の電話をかけるという例が目立ったという。実際救援に出かけるとほとん
どが誤報で無駄骨であったと困惑した経験を語った。また，そうした人たち
は，消防が現地を確認した結果を知りたがる傾向にあり，そのことも非常時
の混乱の中でさらなる負担になったという。しかし，今後の災害でも，もし
同様の通報があると救援に向かわざるを得ず，情報の信頼性をどう確保でき
るのか，現時点では打つ手は考えられないと話す。

地元に根づいた「竜巻に備える文化」
トルネード対策としては，地下室を持つ家や屋外に暴風シェルターを設け

る人もいるが，コストがかかるためあまり普及していない。近年増えている
のが，「セーフルーム」というコンクリートの壁と鉄で補強した部屋だ。被
災リスクの高い地域については，既存の部屋の改造や新設にかかる費用を
FEMAや州政府が補助している。

さらに日頃からの訓練も大きい。
この地域の子供たちは小さい頃から
学校や地域で避難訓練を繰り返して
いる。東日本大震災の直後から 2年
半にわたって被災地を中心にボラン
ティアのコーディネートを行い，テ
キサス州北部の「竜巻通り」に住む
カール・ウィリアムズ氏によると，
在宅中にもし竜巻に遭遇したら「家

再建中の住宅前。地下シェルターの入口
に立つウィリアムズ氏
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の中の下の階（一階か地下室）に避難し，戸や窓から離れる。大きな竜巻の
場合，柱が多いクロゼットやバスルームのバスタブなどが比較的安全で，マッ
トレスをかぶって隠れる」などの対応を教えられているという。
オクラホマ州に隣接するテキサス州のノーステキサス大学で災害マネジメ
ントを教えるウェブ准教授も，被害を最小限に抑えることができた理由とし
て，「災害文化」が根づいているこ
とが第 1であり，「テクノロジー」
は二次的であると考えている。ウェ
ブ准教授は，人々が警報を知った一
番の方法がムーア市内 36か所に設
置された「サイレン」だったことを
上げ，従来の防災マネジメントの方
法があくまで基礎にあり，ソーシャ
ルメディアについては，警報伝達の
ための 1つの有効な方法であるが，これまでの警報システムにとって代わる
ものではないと話す。そのうえで，ウェブ准教授は，「すべての災害はロー
カルであり，2つとして同じ災害はない」として，緊急時は被害の実態に即
して柔軟に創造的に対応を考える必要があり，その意味でも市民がかかわる
ソーシャルメディアの情報伝達・収集の可能性に期待しつつも，限界も同時
に意識し，多様なメディアを連携して活用する必要性を指摘した。

4  世界に広がる市民の連携

大災害時に，ソーシャルメディアや ITを活用し，被災地の状況をデジタ
ル地図に表示する活動を行っている世界各地のボランティアが一堂に集まる
会議が，2013年 11月 20日から 3日間，アフリカのケニアで開かれた。会
議では，ソーシャルメディア情報の信頼性やビッグデータ利用の課題などが

ゲーリー・ウェブ准教授
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話し合われた。本章では，その会議の模様を報告する。

ボランティアネットワーク

会議は，災害による避難民支援などを行う UN-HABITAT（国連人間居住
計画）などが開いたもので，会場の
国連ナイロビ事務所には，第 1章で
紹介したケニアで生まれたウシャヒ
ディから派生したボランティアグ
ループ「クライシス・マッパーズ」
のメンバーを中心に，IT技術者や
研究者，人道支援の専門家，国連の
防災対応機関の職員など，世界各地
から約 200人が集まった。

クライシス・マッパーズは，災害が起きた際に，被災地からのツイッター
による投稿や携帯電話による写真などを位置情報とともにデジタル地図に整
理して表示する活動を行っている世界各地のボランティアのネットワークで，
2013年 12月現在 6,800人あまりが登録されている。
会議の冒頭，クライシス・マッパーズ設立者の 1人パトリック・メイヤー
氏が「5年前に米国で 10人程度の規模で集まろうというフェイスブックメッ
セージからスタートしたグループがまたたく間に発展した」と，仲間内で始
まったグループが世界的なネットワークへと急激に拡大している現状に驚き
の気持ちを述べた。
会議の基調講演を行う予定だった UNOCHA（国連人道問題調整事務所）

のアンドレ・ベリティ氏は，台風 30号による災害対応のため急きょフィリ
ピンに派遣され，テレビ電話をつないでの参加になった。この中でベリティ
氏は，ツイッターのメッセージや被害状況の写真などが時系列で地図上に分
かりやすく表示されるので，被災者の救助・救援活動に当たる国連機関でも
積極的に活用していると述べ，クライシス・マッパーズの協力を得たことで，

クライシス・マッパーズ世界会議
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情報収集の方法や情報共有のあり方が大きく変わったことを紹介した。
また，会議では，ソーシャルメディアや ITを活用したさまざまな事例紹

介が行われた。ここでは，ケニアで 2013年 9月に起きたショッピングセン
ターでのテロ事件の際の情報収集にソーシャルメディアが役立てられたこと
が報告されたほか，国際 NGOの Internewsからの参加者が，災害直後の停
電やインターネットの繋がらない環境下で，紙とペンで集めた情報をデジタ
ルデータ化する新たな装置を開発中であり，技術協力を求めたいと呼びかけ
た。会議は，最新技術を共有する情報交換の場にもなっている。

ボランティア集団が考える SNSの信頼性

会議では，ソーシャルメディアの信頼性について多くの議論が交わされた。
このうち，ケニア赤十字社や IBMケニア，NGOのメンバーらによるパネル
ディスカッションでは，「複数のツイートが同じ地域から発信されているこ
とや，『百聞は一見にしかず』で写真がアップロードされていることが情報
の真偽を判断するための材料となる」という意見が聞かれた。また，「ソー
シャルメディアの信頼性のみがクローズアップされているが，ニューヨーク
市の 911番通報（日本の 110番）でも年間 1,000万件あまりの緊急通報のう
ち，38%が誤情報であり，確認作業に多くの時間を費やしている。ソーシャ
ルメディアも確認を行えば信頼性は担保できる」といった意見も聞かれた。
また，台湾の市民グループ「GEOTHINGS」の代表が，台湾の政府や軍隊な
ど公的機関からの情報，NGO情報は信用できるとして地図上に表示するが，
そのほかの情報は，NGOが全国に持っているボランティアに確認作業を依
頼し，確認が取れたものからマッピングする仕組みづくりを進めていると報
告した。
さらに，いわゆるビッグデータについて，スイスに本部を置く市民団体

ICT4PeaceFoundationのメンバーやカリフォルニア大学バークレー校の研究
者などがパネルディスカッションを行い，ビッグデータは，ほんの数年前ま
でいかに多くのデータを集めるのかに焦点が当てられていたが，実際は「ビッ
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グ」を目指すのではなく，多くのデータの中から本当に有用な情報を取捨選
択し，その「スモール」データを分析することが重要だとの認識が示された。

草の根からグローバルな連携へ

クライシス・マッパーズを立ち上げたのは，ウシャヒディで地図データの
収集・整理を担当してきたパトリック・メイ
ヤー氏である。
パトリック・メイヤー氏は，クライシス・
マッパーズの活動について「かつては外国の
災害をテレビで見て何かしたいと思っていて
もできることは限られていた。今はデジタル
技術を生かし，被災地に直接役に立つ『情報
提供』という国際協力を行うことができる。
アフリカには “It takes a village”（村全体で取
り組もう）という言葉があるが，大災害が起

きた時には地球村全体で助け合うことが必要だ」と，被災者支援には，市民
グループと各国政府や国連など公的機関によるグローバルな連携が重要だと
述べた。国連事務所での会議には，アメリカ国務省，グーグル社などが協力
者として名を連ね，クライシス・マッパーズの活動が国際的に注目され，公
的機関や大企業も連携を模索していることを象徴的に表していた。

5  考　察

ソーシャルメディアの活用方法

ソーシャルメディアの活用については，アメリカをはじめ海外でも積極的
に取り組もうとしている様子がうかがえた。かつて災害報道は放送局が中心
になり，放送局は災害のフェーズごとに市民に提供すべき情報を自ら設定

パトリック・メイヤー氏



海外における災害時のソーシャルメディア活用

265

し，反応や影響を考慮しながら情報を流し，市民の側は限られた情報の中か
ら，どう行動すべきか判断してきた。しかし，ソーシャルメディアの時代に
は，人々は主体的に情報を探しに行き，あふれる情報の中から取捨選択でき
る。特に，災害時被災者の置かれた状況は個別的で，必要な情報も多種多様
である。そうした被災者の求める情報に放送局がすべて応えることは不可能
であり，インターネットやソーシャルメディアを活用することで，放送局の
限界を補完することができる。ウシャヒディのソフトやグーグルマップで表
示できる情報は膨大であり，しかも利用者が欲しい情報を検索できる。
「サンディ」災害や竜巻災害のアメリカでは，膨大な量の災害情報がメディ
ア間を重層的・複合的，そして双方向に，まさにメディアミックス状態で流
れていた。テレビ・ラジオなど放送メディアとインターネット，携帯上のツ
イッターやフェイスブックなどソーシャルメディアが共存する環境である。
一方で，誤った情報が拡散する危険性など，ソーシャルメディアの問題も
聞かれた。例えば，オクラホマの商業放送局 KFORの名物気象キャスター
が「車で南に逃げる」よう指示し，多くの人が家を出て車に乗って避難を始
めた。そのために大渋滞が発生し，かえって危険な状況をつくり出してしまっ
た。人々がリツイートで拡散させたことで渋滞に拍車をかけたといわれてい
る。FEMAの担当者も，「間違って拡散された情報の多くが，テレビなどマ
スメディアを情報源としていた」と指摘し，より慎重に確認作業を行ったう
えで報道に臨んでほしいと注文をつけていた。
いずれにしても，ソーシャルメディアは防災情報提供手段の 1つとして位
置づけられているが，これまでの伝統メディアにとって代わるものではない
という見解を，現地で繰り返し聞いた。
モバイル型端末の急速な普及は，防災・減災の関係者の間では，当初はタ
イムリーにきめ細かい防災情報を「伝達」することに効果を発揮すると考え
られた。しかし実際には，米国赤十字社や FEMAの取り組みとして紹介し
たように，より本質的な効果は「収集」においてこそ現れたと考えられる。
赤十字社の例にもあるように，これまでには考えられないような情報をソー
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シャルメディア経由で手に入れることが可能になった。情報収集にあたって
の課題は，情報の「信用性」であり，人命にかかわるものであるだけに慎重
な確認作業が必要である。ただ，この確認作業は放送メディアでも日常的に
行っているものである。確認作業に手間がかかるからといって，ソーシャル
メディア情報の利用価値がなくなるというものではない。

ソーシャルメディア活用の課題

アメリカでは，防災に携わる公的機関同士での連携をよりスムーズにしよ
うという動きが見られた。しかし，公的機関と民間の連携は必ずしも十分と
はいえないようである。例えば，米国赤十字社が最先端システムで得たデー
タの詳細は一般のボランティアには開放されていない。
また，ボランティア同士の連携の阻害要因になっているというソーシャル
メディアの弊害も調査の過程で聞かれた。現場で救援活動を行う NGOやボ
ランティアがソーシャルメディアで独自の情報を得やすくなったため，個別
に活動をする傾向が強まったという。それが原因で，同じ地区，同じ家に複
数のグループが救援に駆けつけたり，逆に救援の手が一切届かない地区が出
たり，あるグループが救援に当たっていると思っていたらすでに引きあげて
放置されていたりと，被災地でのボランティア活動に混乱が生じていたと指
摘されている。この点について，ピースボート災害ボランティアセンターの
山本隆氏は，アメリカでの経験を踏まえて，自身が東日本大震災で行った宮
城県石巻市でのボランティア活動の方が，相互に協力し合う関係が築けてい
たと振り返る。
そうした中で，ニューヨークに拠点を置く NPOのワールドケアーズセン

ターでは，ボランティアグループ同士が，互いに持っている情報を共有でき
るプログラムを開発している。各グループが得た情報のうち，自分たちの活
動分野に合わないものは，ほかのグループがその情報を使えるようオープン
にする仕組みだ。携帯電話のアプリを使ってパスワードを打ち込むと，支援
が必要な人の住所や具体的な状況，必要な支援活動の内容が一覧になって表
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示される。代表のリサ・オーロフ氏は，NGOグループはもともと活動資金
を出してくれたドナーに向けて成果をアピールするため個別に動く傾向に
あったが，ソーシャルメディアの影響でその傾向に拍車がかかっていると，
この仕組みを開発した背景を説明する。そして，オーロフ氏は，「NGOやボ
ランティアにこのシステムの利用を強制するわけにはいかず，あくまで，被
災地のためになることを納得してもらい，できるだけ多くグループに参加し
てもらえるよう取り組んでいく必要がある」と，今後の課題を上げた。
一方で，クライシス・マッパーズのように，世界中のボランティアたちが
自主的に協力しあっていることは注目すべき動きである。一人ひとりの小さ
な情報であっても多数の情報をタイムリーに集めることで，またそれらの情
報を専門機関が保有する情報と組み合わせることで，よりきめ細かな防災情
報を作成することができる。しかも重要なのは，こうした取り組みに多くの
人が自ら進んで積極的に関わり，大きな喜びや意義を感じながら参画してい
る点である。これは個別の心の持ちように関わるだけの一見些細なことに思
えるかもしれない。しかしこの動きは，防災・減災情報のあり方の全貌に関
わる大きな変化の兆しと捉える必要がある。情報を待つのではなく取りに行
く，さらには自ら情報を提供する。情報の管理を一部の専門家に任せるので
はなく，自ら使いやすいように加工する。つまり，高度な情報化社会の中で，
防災情報に向き合う姿勢の変化があるように感じられる。

おわりに

日本には FEMAのような関係省庁を一元的につなぐ専門機関はなく，危
機への対応は，地方自治体を主体として，それぞれの省庁が縦割りに行って
いるのが現状である。FEMAの事業計画を立案する部門のトップを務めた
レオ・ボズナー氏は，東日本大震災の後，被災地を訪問し，さまざまな人に
聞き取りを行った印象として，「日本の現場の災害対応能力の高さに感心さ
せられた」一方で，「政府関係者に専門家が少なく，縦割りの弊害が大きい。
特に省庁間，中央と地方政府間で情報の共有ができていないのは改善した方
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がいいのでは」と筆者に語った。一方で，FEMAもソーシャルメディアの活
用については試行錯誤の面があったり，ボランティア団体の連携不足が見ら
れたり，組織の壁を越えた協力関係を築く難しさがあることをアメリカでも
垣間見ることができた。
放送局や公的機関がソーシャルメディア情報を活用するには，情報の信用
性が課題だが，この問題は，単に「テレビ対ソーシャルメディア」「公的機
関対私的機関」「専門家対一般の人」などの区別で図れるものではない。公
的な情報も間違えることがあるし，一般の人の見解が正しく，専門家が間違
えることもある。
災害情報がさまざまなメディアを通じて複合的，双方向で流れる時代に

なった。そうした中で，放送局が，多様なデバイスで防災報道を届けること
が必要だとしても，報道機関として，あふれる情報の中からどの情報を取捨
選択し，どの手段を用いて，誰をターゲットにどこまで伝えるのか，また，ネッ
トやソーシャルメディアなどとどう連携を図り役割分担をするのか，整理が
必要である。日本の防災文化に根ざしながら，メディア多様化時代に適合す
るよう，防災情報収集・提供の仕組みを変えていけるのかが問われている。
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